
長岡京市民間保育所等整備・改修費等支援補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、認可保育所、認定こども園又は小規模保育事業所（以下「保育所

等」という。）の施設整備及び賃貸物件による施設改修等（以下「施設整備等」とい

う。）に要する費用の一部を補助することについて、長岡京市補助金等交付規則（昭

和５７年長岡京市規則第８号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な

事項を定めるものとする。 

（補助対象者） 

第２条 補助の対象者は、保育所等の施設整備等を行う法人格を有するもの（保育所

等を運営する目的で設立を準備しており、当該補助対象事業が終了するまでに法人

格を有することができると見込まれるものを含み、政治的な目的のために結成され

た法人を除く。）とする。 

２ 長岡京市暴力団排除条例（平成２４年長岡京市条例第２０号）第２条第１項第１

号に規定する暴力団又は同項第３号に規定する暴力団員等は、補助の対象としない。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、国が定める次

のいずれかの要綱に基づく補助金の採択を受けた事業とする。 

⑴ 就学前教育・保育施設整備交付金交付要綱 

⑵ 保育対策総合支援事業費補助金交付要綱 

 ア 保育所等改修費等支援事業実施要綱に定める賃貸物件による保育所等改修費

等 

  イ 保育所等改修費等支援事業実施要綱に定める小規模保育改修費等 

（補助金の額） 

第４条 この要綱による補助金の額は、市の予算の範囲内で、就学前教育・保育施設整

備交付金交付要綱又は保育対策総合支援事業費補助金交付要綱に定められた補助額

（国負担額）に市負担額を加えた額（補助金の額の算定の結果、１千円未満の端数

が生じたときは、これを切り捨てる。）とする。 

（交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする法人は、市が指定する期日までに、次の関係

書類を添えて、長岡京市民間保育所等整備・改修費等支援補助金交付申請書（別記

様式第１号）を市長に提出しなければならない。 

⑴ 事業計画書及び収支予算書 

⑵ その他市長が必要と認める書類 

（交付の決定） 

第６条 市長は、前条の交付申請書を受け付けたときは、当該申請書に係る補助金交



付の適否を審査し、必要と認めたときは、長岡京市民間保育所等整備・改修費等支

援補助金交付決定通知書（別記様式第２号）により、当該申請者に通知するものと

する。 

２ 市長は、前項の規定による交付決定について、次に掲げる条件を付するものとす

る。 

⑴ 事業の内容のうち、整備計画等に記載された建物等の用途を変更する場合には、

市長の承認を受けなければならない。 

 ⑵ 整備計画等に記載された事業を中止し、又は廃止する場合（一部の中止又は廃

止を含む。）には市長の承認を受けなければならない。 

⑶ 整備計画等に基づく事業が計画期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難 

になった場合には、直ちに市長に報告してその指示を受けなければならない。 

⑷ 事業により取得し、又は効用の増した不動産及びその従物並びに事業により取

得し、又は効用の増した価格が単価３０万円以上の機械及び器具、その他財産に

ついては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年

政令第２５５号。以下「適正化法施行令」という。）第１４条第１項第２号の規定

により厚生労働大臣が別に定める期間を経過するまで市長の承認を受けないで

この補助金の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取

り壊し、又は廃棄してはならない。 

⑸ 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出につい

て証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の確定の日（事

業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度

の終了後５年間保管しておかなければならない。ただし、事業により取得し、又

は効用の増した財産がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が

完了する日又は適正化法施行令第１４条第１項第２号の規定により厚生労働大

臣が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなければ

ならない。 

⑹ 事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る消費税及び

地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合を含

む。）は、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（別記様式第３号）に

より、遅くとも補助事業完了日の属する年度の翌々年度６月３０日までに市長に

報告しなければならない。なお、事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部

（又は一支社、一支所等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、

本部（又は本社、本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、

本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行うこと。また、補助金に係る

仕入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入控除税額を市に返還しな



ければならない。 

（事業終了報告） 

第７条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」とい

う。）は、事業の完了後、長岡京市民間保育所等整備・改修費等支援補助事業終了報

告書（別記様式第４号）を１か月以内又は３月３１日のいずれか早い日までに市長

に提出しなければならない。 

（確定通知） 

第８条 市長は、前条の終了報告書を受け付けた場合において、当該報告に係る書類

の審査及び必要に応じて行う実地調査等により、その補助事業の成果が補助金の交

付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金

の額を確定し、長岡京市民間保育所等整備・改修費等支援補助金確定通知書（別記

様式第５号）により、当該補助事業者に通知するものとする。 

（請求及び交付） 

第９条 前条の規定による確定通知を受けた補助事業者は、長岡京市民間保育所等整

備・改修費等支援補助金交付請求書（別記様式第６号）を市長に提出するものとす

る。 

２ 市長は、前項の規定により請求を受けた場合には、当該補助事業者に対し、補助金

を交付するものとする。 

（補助金の交付取消し等） 

第１０条 補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合には、市長は、補助金の

交付決定若しくは確定を取り消し、又は変更することができる。 

⑴  この要綱に違反したとき。 

⑵ 補助金を目的外に使用したとき、不当に使用したと認められるとき又は使用し

なかったとき。 

⑶ 補助金の交付に付した条件に違反したとき。 

⑷ 補助金の経理状況が不適正と認められるとき。 

⑸ 事業の実施状況が、補助金の交付の趣旨に沿わないと認められるとき。 

（補助金の返還） 

第１１条 市長は、前条の規定により補助金の取消し等を行った場合において、既に

補助金が交付されているときは、期限を定めて交付された補助金を返還させること

ができる。 

（延滞金） 

第１２条 市長は、前条の場合において、補助金の返還が納期限までに納付されなか

ったときは、当該補助事業者に対し、規則第１５条の規定を適用するものとする。 

（その他） 



第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和６年３月１日から施行する。 

 （長岡京市小規模保育事業整備補助金交付要綱及び長岡京市民間保育所等整備交付

金事業費補助金交付要綱の廃止） 

２ 長岡京市小規模保育事業整備補助金交付要綱（平成２６年１０月１日制定）は、

廃止する。 

３ 長岡京市民間保育所等整備交付金事業費補助金交付要綱（平成２９年３月１０日

制定）は、廃止する。 

  



別記様式第１号（第５条関係）  

年  月  日    

 長岡京市長         様 

 

                    住 所                          

名 称  

                    代表者                                                                                                            

 

長岡京市民間保育所等整備・改修費等支援補助金交付申請書  

 

 長岡京市民間保育所等整備・改修費等支援補助金の交付を受けたいので、長岡京市

民間保育所等整備・改修費等支援補助金交付要綱第５条の規定に基づき、下記のとおり

関係書類を添えて補助金の交付を申請します。  

 

記 

 

１ 採択を受けた国補助事業  

   

就学前教育・保育施設整備交付金  

    □新設（創設） 

 □修理（大規模修繕等・耐震診断）  

 □改造（増築・増改築・改築）  

 

保育対策総合事業費補助金（保育所等改修費等支援事業） 

□賃貸物件による保育所等改修費等  

□小規模保育改修費等  

     

２ 交付申請額      金         円  

 

３ 添付書類 

⑴  事業計画書及び収支予算書  

⑵   その他市長が必要と認める書類  

 



別記様式第１号（第５条関係）別紙  

 

 申請額内訳  

区 分  申 請 額  対象経費の実支出額  総事業費（A）  寄付金その他収入等  

     

     

     

※総事業費(A)の内訳  

工 事 費  工事事務費  実施設計費  

開設準備に  

必要な費用  

新たに土地を賃借して  

整備する場合に必要な  

賃借料  

その他  

      

      

      

 

 

  



別記様式第２号（第６条関係）  

 

 年  月  日   

 

 団体名 

  代表者名  様  

                              長岡京市長 

                                

 

長岡京市民間保育所等整備・改修費等支援補助金交付決定通知書  

 

年  月  日付けをもって申請のあった標記の補助金に対し、長岡京市民間保

育所等整備・改修費等支援補助金交付要綱第６条の規定に基づき、下記のとおり交付決

定したので通知します。  

 

記 

 

 １ 交付決定額  金       円  

  

 ２ 交付決定額内訳  

 

 

 

 

 

３ 条件 

  

区 分 交 付 決 定 額 

  

  

  



別記様式第３号（第６条関係）  

年  月   日  

 

 

長岡京市長     様 

 

                       住 所  

                       名 称  

                       代表者          

  

 

年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書  

 

   年  月  日付け第  号で交付決定を受けた長岡京市民間保育所等整備・改

修費等支援補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額について、下記のとお

り報告します。  

 

記 

 

 １ 整備計画又は設置計画内における施設の種類及び名称  

 

 ２ 長岡京市民間保育所等整備・改修費等支援補助金交付要綱第８条の規定による確

定額又は長岡京市民間保育所等整備・改修費等支援補助事業終了報告書による精算

額 

 

金         円 

 

 ３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除  

  税額（要補助金返還相当額）  

  金         円 

 

 ４ 添付書類 

   記載内容を確認するための書類（確定申告書の写し、課税売上割合等が把握できる

資料、特定収入の割合を確認できる資料）を添付する。  

  



別記様式第４号（第７条関係）  

年  月  日  

    

長岡京市長        様  

                      住 所          

                       名 称  

                       代表者                

 

 

長岡京市民間保育所等整備・改修費等支援補助金事業終了報告書  

 

   年  月  日付け第    号で交付決定を受けた標記の補助金についての補助

事業を完了したので、長岡京市民間保育所等整備・改修費等支援補助金交付要綱第７条

の規定により、下記のとおり報告します。  

 

記 

 

１ 整備費精算書 

区 分  精 算 額  対象経費の実支出額  総事業費（A）  寄付金その他収入等  

     

     

     

※総事業費(A)の内訳  

工 事 費  工事事務費  実施設計費  

開設準備に  

必要な費用  

新たに土地を賃借して  

整備する場合に必要な  

賃借料  

その他  

      

      

      

 

２ 事業内容  

  ⑴ 施設の名称及び所在地  

  ⑵ 設置主体及び経営主体  

  ⑶ 定員      人  



  ⑷ 施設の規模及び構造  

   ア 敷地面積              ㎡  

   イ 敷地の所有状況    

ウ 建物の構造          

   エ 建物の面積     建築面積     ㎡ 延床面積     ㎡ 

 

区分  室数  面積  備考  

 

保育室  

遊戯室  

乳児室  

ほふく室  

調理室  

（調乳設備）  

医務室  

事務室  

便所  

その他  

 

計  

室  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

㎡  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

摘要  

 

 

３ 事業費の内訳 

⑴ 建築工事費              円  

⑵ 工事事務費                円  

⑶ 特殊付帯工事費             円 

⑷ その他                              円 

⑸ 合  計                      円 

（注）工事仕様書、支出済工事費費目別内訳書、工事事務費費目別内訳書を添付するこ

と。  

  

４ 事業施行期間 

⑴ 契約年月日         年  月  日 

 ⑵ 着工年月日         年  月  日 

 ⑶ 竣工年月日          年  月  日 



⑷ 竣工後事業開始年月日     年  月  日 

５ その他参考事項 (添付書類) 

⑴ 工事請負契約書の写し、又は支払領収書の写し  

⑵ 検査済証の写し（建築基準法第７条第５項によるもの）  

⑶ 各室ごとに室名及び面積を明らかにした表  

⑷ 建物の平面図（建物面積を明記したもの）及び立面図 

 ⑸ 建物内外の主要部分の写真  

 ⑹ 工事契約金額報告書（別記様式第４号（その２））  

  ⑺ その他必要な書類 

  



別記様式第４号（その２）  

年  月  日  

    

長岡京市長        様  

                                

                       法人名  

                       代表者              印  

 

                      施工業者 

                      代表者              印  

 

 

工事契約金額報告書  

 

 発注者（委託者）〇〇法人〇〇会と請負者（受託者）△△建設は、◇◇保育所建設工事

に係る工事請負契約（又は設計監理委託契約）を下記のとおり締結し施工するとともに、

補助金についてもこれに基づき算定したことを報告します。 

 

記 

 

 契約年月日  金 額 

当初＊＊工事請負契約    

＊＊変更（追加）契約    

   

設計監理委託契約    

   

 

  



別記様式第５号（第８条関係）  

   

 年  月  日   

 

 団体名 

  代表者名  様  

                              長岡京市長 

 

 

長岡京市民間保育所等整備・改修費等支援補助金確定通知書  

 

年  月  日付け第  号で交付決定をした長岡京市民間保育所等整備・改修

費等支援補助金について、長岡京市民間保育所等整備・改修費等支援補助金交付要綱

第８条の規定により、下記のとおり交付額を確定したので通知します。  

 

記 

 

 １ 交付確定額  金      円 

 

２ 交付確定額内訳  

  
区 分 交 付 確 定 額 

  

  

  



別記様式第６号（第９条関係）  

年  月   日  

 

 

長岡京市長       様  

 

                       住 所  

                       名 称  

                       代表者          

  

 

長岡京市民間保育所等整備・改修費等支援補助金交付請求書  

 

  年  月  日付け第  号で交付額確定の通知があった標記の補助金につい

て、長岡京市民間保育所等整備・改修費等支援補助金交付要綱第９条の規定により、

下記のとおり請求します。  

 

記 

 

 １ 補助金交付請求額   金       円 

  

 ２ 振込先 

金融機関名   

フリガナ  

口座名義 

 

預金種類  

口座番号  

 

 


